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源を活用し、世界的な競争優位性を確保することを論じた研究も多い中 (Bartlett and Ghoshal,1989;  
Kogut and Zander,1993; Gupta and Govindarajan,2000)、Prahalad(1975)や Doz(1976)は、グローバル統
合とローカル適応がトレードオフの関係であることに着目し、I-R グリッドと呼ばれる 2 次元のフレーム
ワークを提示した。  
























2.2 製品開発における I-R のトレードオフ 









4.1 ノンメディア Office とカラーテレビの比較考察 





























































第 2 章と比較しながら事例研究を行う。第 4 章では、それまでのまとめと考察を行う。 
 
２．先行研究レビュー 












ことを論じた研究も多い (Bartlett and Ghoshal,1989;  Kogut and Zander,1993; 































の頭文字をとって、I-R グリッド（Integration-Responsiveness Grid）と呼ばれる 2
次元のフレームワークを提示しており、グローバル企業のマネジメントには、政治的、
経済的、組織的といった軸で実現可能な戦略をとることが重要であると唱えている。 















2.2  製品開発における I-R のトレードオフ 











































































2.3  ソフトウェア産業の I-R のバランス 
2.2 では、製造業の製品開発においてグローバル統合とローカル適応のトレードオフ





















































































3.1  マイクロソフトの歴史 
マイクロソフトは、1975 年にビル・ゲイツとポール・アレンによって創業され、現
在は、売上高 1103 億ドル（約 12 兆円）で世界 119 か国に展開をし、従業員 14 万人の
IT 企業である。マイクロソフトは当初、8 ビットのマイクロプロセッサを搭載したコ
ンピュータの Altair（アルテア）上で動くプログラムを開発し、販売に成功すると、
1981 年に IBM PC 上のオペレーティングシステムを開発・供給する機会にめぐまれ、短
期間のうちに世界でもっとも販売本数の多いオペレーティングシステムになった。   
この開発を発端とし、IBM PC ではなく IBM 互換の他社のパソコンメーカー向けに
MS-DOS を開発。IBM PC とその互換機の普及とともに低料金でハードウェアメーカーに
ライセンスを供与し、MS-DOS の大量販売に成功した。その後も MS-DOS を改良するほか
に各機種用の BASIC や C 言語、FORTRAN などのコンパイラの開発を手がける 一方で、
MS-DOS 上で動作する GUI システム搭載の Windows 開発に注力することになる。GUI は
ルックアンドフィールとも言われ、コマンドなどの命令文を使用することなくグラフ
ィックベースの操作体系を採用したユーザーインターフェースのことである。 
その後 1985 年に初代 Windows を発売することになるが、すでに機能的にも優位に立
つ GUI を有するアップル社の Macintosh が販売されており、Windows が現実的に使える
ようになったのは 1990 年代の Windows3.0 の開発になる。1995 年には Windows95 を発
売し、MS-DOS 同様に低価格と積極的なマーケティング戦略、ライセンス戦略で大成功
をおさめ、以降 PC の普及に大きな影響を及ぼしている。 
 









のが最初であり、Windows 向けに発売されたのは 1990 年になってからである。以降 1-2
年間隔で製品のバージョンアップがされるごとに新しい Office が発売され累計で 34
バージョンが発売されている。Windows 版と Mac 版は交互に発売されており、それぞれ
最新の OS の機能も活かしながらバージョンアップをしている。Office のバージョンご
との製品名は、当初 Office のあとにバージョン名だけを後ろにつけていたが（Office 
3.0 や Office 4.2 と呼称）Office7.0 以降は、発売年に変更となっており、95 年に発
 11 
売した Office を「Office 95」、2016 年に発売した Office「Office 2016」としてい




パッケージメディアは、インストールする際に、CD-ROM や DVD-ROM を必要とするも
ので、ノンメディアは、インストールにメディアを介せずインターネット経由でイン
ストールするものである。Office 95 から Office 2010 までインストールする方法は、
購入されたパッケージに同梱された CD-ROM や DVD-ROM のメディア経由となる Office
になっている。Office 2013 以降は、購入されたパッケージには、メディアは同梱され
ていないノンメディアの Office になっている。 




空き容量が 310 メガバイト以上であるが、Office 2007 では、2 ギガバイト以上、Office 
2010 では、3 ギガバイト以上となり、Office 2010 からはメディアが DVD-ROM に変わっ
ているため、バージョンを重ねるごとに Office そのもののデータサイズが大きくなっ
ていたことがわかる。 
特に Office 95 や 97 の頃は、インターネットが現在のように普及しておらず、通信
速度にも制限があったため、CD-ROM での提供になっていた。また、パソコンのスペッ
クの変化も考えられる。現在のパソコンと当時のパソコンを比較すると 10 倍以上のス
ペックの開きがある。参考までに Office97（1997 年発売）と Office2016（2015 年発
売）当時の Office 製品のシステム要件を以下のとおりまとめる（図２参照）。 
 
図２ 
Office をパソコンにインストールするためのシステム要件 比較 
 Office 97 Office 2016 
CPU Pentium 以上を推奨 
1 G hz以上の x86 または 64
ビットプロセッサ 
メモリ 12MB 以上 2 GB 以上 
ハードディスク 310MB 以上 3GB 以上 









このような作り分けを裏付ける根拠としては、2013 年に発売された Microsoft 
Office 2003 Edition Multi Language User Interface Pack（以降、MUI Pack）であ
る。この製品は、多言語を必要とする企業向けに販売された製品で当時の新機能ガイ
ド1によると 




ことができません。Microsoft Office 2003 Editions では、各言語にローカライズさ
れた製品ではなく、国際的な言語環境に対応する。Microsoft Office 2003 Edition 
Multi Language User Interface Pack（MUI Pack）が用意されています。」 
とある。要約するとグローバルで使用する場合は、MUI Pack をインストールして使用
してほしいというものである。さらに注意点として 
「Multi Pack を利用するには、各国の言語にローカライズされた Microsoft Office
ではサポートされていませんのでご注意ください。（図３参照）」 
とある。 
これは、逆に定義すると Multi Pack とローカル各国で発売された Office とは別の
ものであり、各国のサポート対象ではないことがわかる。これは、各国で発売された
Office 製品が多言語用に開発された Multi Pack とは差分があるということになる。そ
のため、昔の Office は、作り分けられている裏付けともいえるわけである。この MUI 

















































すべて現地化され、つまり翻訳されるが、それは言語 DLL と呼ぶ各国語別の DLL（ダイ
ナミック・リンク・ライブラリー・ファイル）に集められる。このため、エクセルフ
ァイルは一つになり、それぞれの言語用の DLL がこれに加わる形になる。フランス版









体的には、Office 製品の中に含まれるワープロソフトの Word だけでも日本の文化とし
て必要とされている縦書き機能や日本のワープロ文化によって醸成された割注、ルビ、
囲い文字、縦中横、組み文字がある。それぞれの機能を説明すると割注機能は、本文

















クロソフトの Word で開くこともできるようになっている。 









































































































図５のとおり考察を展開する。4.1 では、ノンメディアの Office とカラーテレビについ
てソフトウェアとハードウェアの観点から比較検討を行い、さらにそれぞれのモジュ
ール構造について考察を行う。 






















































































































4.2  パッケージメディアとノンメディアの Office 
本節では、前節で行ったノンメディア Office と椙山(2000)のカラーテレビ産業のよ
うに異なる産業間での比較考察ではなく、パッケージメディアとノンメディアをベー
スにして新旧 Office の時間軸による変化を示し、比較考察を行う。 
一見グローバルの統合とローカルの適応の両立が図られている Office であったが、
その構造としては、パッケージメディアの Office とノンメディアの Office で異なる




























で Yes、作り分けされた製品で Yes となる。パッケージメディアの Office とカラーテ
レビは、共通化された製品としては No だが、作り分けされた製品に分類されるので Yes
となる。その他の分類として T シャツやチョコレートなどの製品は、共通化された製
品で Yes となり、作り分けられた製品として No となる例として入れさせていただく。
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